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２
０
２
３
年
（
令
和
５
年
）
10
月
１
日

よ
り
、
消
費
税
の
イ
ン
ボ
イ
ス
制
度
が
始

ま
り
ま
す
。

　

本
制
度
に
お
け
る
「
イ
ン
ボ
イ
ス
」
と

は
、
請
求
書
な
ど
に
適
用
税
率
や
消
費
税

額
な
ど
を
明
示
し
た
も
の
で
税
務
署
が
新

た
に
発
行
す
る
登
録
番
号
を
記
載
し
た
も

の
で
す
。

　

イ
ン
ボ
イ
ス
制
度
が
始
ま
る
と
、
イ
ン

ボ
イ
ス
を
発
行
す
る
か
、
そ
れ
と
も
今
ま

で
通
り
の
請
求
書
や
納
品
書
、
領
収
証
、

レ
シ
ー
ト
な
ど
を
発
行
す
る
か
、
選
択
し

な
け
れ
ば
な
り
ま
せ
ん
。

　

皆
さ
ん
（
ク
リ
ー
ニ
ン
グ
店
）
の
顧
客

の
う
ち
、「
事
業
を
営
む
顧
客
」
は
、
皆

さ
ん
に
イ
ン
ボ
イ
ス
を
発
行
し
て
も
ら
わ

な
い
と
仕
入
税
額
控
除
が
で
き
ず
、
税
務

署
に
納
め
る
消
費
税
が
増
え
て
し
ま
い
ま

す
（
図
表
１
）。
そ
の
た
め
、他
の
ク
リ
ー

ニ
ン
グ
店
へ
の
乗
り
換
え
や
、
消
費
税
分

の
値
下
げ
を
要
求
さ
れ
る
可
能
性
も
あ
り

え
ま
す
。

　

な
お
、
事
業
を
営
ん
で
い
な
い
一
般
消

費
者
で
あ
る
顧
客
は
、
そ
も
そ
も
税
務
署

に
消
費
税
を
納
め
る
必
要
が
な
い
た
め
、

影
響
は
あ
り
ま
せ
ん
。「
顧
客
が
事
業
者

か
ど
う
か
」
が
イ
ン
ボ
イ
ス
を
発
行
す
べ

き
か
ど
う
か
の
一
つ
の
判
断
基
準
と
言
え

ま
す
。

　

で
は
、「
事
業
を
営
む
顧
客
」
の
た
め

に
は
イ
ン
ボ
イ
ス
を
発
行
し
た
方
が
よ
い

と
い
う
こ
と
に
な
り
ま
す
が
、
発
行
で
き

る
の
は
消
費
税
の
課
税
事
業
者
の
み
で
、

免
税
事
業
者
は
発
行
で
き
ま
せ
ん
。
ま
た
、

イ
ン
ボ
イ
ス
を
発
行
す
る
た
め
に
は
、
課

税
事
業
者
も
税
務
署
へ
の
登
録
は
必
要
で

す
。
詳
細
は
第
１
回
を
ご
覧
く
だ
さ
い
。

　

現
在
、
消
費
税
の
免
税
事
業
者
で
あ
る

2023年（令和５年）の10月１日から消費税の「適格請求書等保存方式」＝いわゆる「インボイス制度」
が始まります。
インボイス（適格請求書）とは、請求書などに適用税率や消費税額等を明示し、税務署が新たに発行
する登録番号を記載したものです。クリーニング店の場合も、顧客が企業など事業者の場合は消費税
の計算のためにインボイスの発行を顧客から求められることが想定されます。免税事業者の場合、顧
客にインボイスを発行できないため、どのような対応をするのか整理しておく必要があります。
今回は「インボイス制度の免税事業者への影響」として、消費税の課税事業者（インボイスの発行事業
者）になるかどうかの判断や、免税事業者のままでいる場合に想定されるケース等について解説します。

このシリーズは、税理士法人みずほにご執筆いただいています

インボイス制度解説インボイス制度解説
ー 第２回 消費税の免税事業者への影響 ー

クリーニング事業者のための

請　求　書

〇×株式会社　御中

図 表 1 インボイスの役割

■税務署に納める消費税の計算例

インボイスは、税務署に納める消費税（売上にかかる消費税−仕入にかかる消費
税）を計算する際、消費税の支払額を証明し、納める消費税をその分だけ差し引
く役割があります（仕入税額控除）。制度開始後は仕入税額控除のためにインボ
イスが必要となります。

取引額　
a　顧客から受け取った消費税　　　　　　　　　　　　　　　　100円
b　消費税の課税事業者に支払った消費税（インボイスあり）　　　40円
c　消費税の免税事業者に支払った消費税（インボイスなし）　　　20円
①現行法……………………納める消費税　40円（=100-40-20）
②インボイス制度開始後…納める消費税　60円（=100-40）

1
．	「
イ
ン
ボ
イ
ス
」を
発
行
す
べ
き
か
、

	

発
行
せ
ざ
る
べ
き
か
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インボイス制度解説

クリーニング事業者のための

ー第２回 消費税の免税事業者への影響ー

■原則課税（計算例）
受け取った消費税と支払った消費税の差額を納付します。ただ
し、インボイスを受け取っていない場合、「支払った消費税」に
カウントされません。

計算式 [*1]：
（A）売上にかかる消費税額　
　　　― （B）仕入等にかかる消費税額＝（C）納付税額
計算例：
（A）80万円 ― （B）20万円＝（C）60万円

・選択可能な者：すべての事業者
・インボイスの発行：可
・事 務 負 担：高（消費税の申告が必要であり、今後は
　　　　　　　　 　インボイスの保管が必要）

計算方法

売上 880万円
（消費税 80万円）

経費 220万円
（消費税 20万円）

顧　客 仕 入 先クリーニング店
（原則課税）

税 務 署

納税 60万円
※80万円-20万円

場
合
に
は
、
課
税
事
業
者
と
な
る
こ
と
を

選
択
し
、
イ
ン
ボ
イ
ス
を
発
行
す
る
こ
と

も
で
き
ま
す
。
し
か
し
、
そ
の
場
合
に
は

消
費
税
を
税
務
署
に
納
め
る
必
要
が
あ
り
、

新
た
な
負
担
が
発
生
し
ま
す
。

　

今
回
は
、
消
費
税
の
免
税
事
業
者
で
あ

る
方
を
対
象
と
し
、
イ
ン
ボ
イ
ス
を
発
行

す
べ
き
か
ど
う
か
の
判
断
が
テ
ー
マ
で
す
。

重
要
な
の
は
、
イ
ン
ボ
イ
ス
を
発
行
し
な

い
こ
と
に
よ
る
客
離
れ
と
、
イ
ン
ボ
イ
ス

を
発
行
す
る
た
め
に
課
税
事
業
者
と
な
り

納
め
る
消
費
税
負
担
の
ど
ち
ら
を
事
業
者

と
し
て
優
先
す
る
か
と
い
う
こ
と
と
言
え

ま
す
。
各
自
の
置
か
れ
た
状
況
に
照
ら
し

た
経
営
判
断
が
必
要
と
な
り
ま
す
（
図
表

２
）。

　

ま
ず
は
、
税
務
署
に
納
め
る
消
費
税
は

ど
の
よ
う
に
計
算
さ
れ
る
の
か
を
確
認
し

ま
し
ょ
う
。
計
算
方
法
を
確
認
す
る
目
的

は
二
つ
で
す
。
一
つ
目
は
、
今
後
皆
さ
ん

が
消
費
税
を
納
め
る
場
合
に
、
ど
の
く
ら

い
の
税
額
・
事
務
負
担
に
な
る
か
を
把
握

す
る
こ
と
で
す
。二
つ
目
は
、顧
客
に
と
っ

て
、
ど
の
よ
う
な
場
合
に
イ
ン
ボ
イ
ス
を

発
行
し
て
も
ら
え
な
い
と
困
る
か
を
知
る

た
め
で
す
。

　

消
費
税
の
課
税
事
業
者
と
免
税
事
業
者

が
あ
る
こ
と
は
先
に
記
載
し
ま
し
た
が
、

課
税
事
業
者
の
中
に
は
原
則
課
税
と
簡
易

課
税
の
２
種
類
が
あ
り
ま
す
。
つ
ま
り
事

業
者
は
①
課
税
事
業
者
（
原
則
課
税
）、

②
課
税
事
業
者
（
簡
易
課
税
）、
③
免
税

事
業
者
の
３
区
分
に
分
か
れ
ま
す
。
皆
さ

ん
が
ク
リ
ー
ニ
ン
グ
店
を
営
む
事
業
者
で

あ
っ
た
場
合
の
事
例
で
そ
れ
ぞ
れ
計
算
方

法
を
確
認
し
ま
し
ょ
う
。

（
１
）消
費
税
の
課
税
事
業
者（
原
則
課
税
）

　

原
則
課
税
の
場
合
は
、
図
表
３
の
通
り
、

受
け
取
っ
た
消
費
税
と
支
払
っ
た
消
費
税

の
差
額
を
納
付
し
ま
す
。
後
述
の
②
簡
易

課
税
、
③
免
税
事
業
者
を
選
択
で
き
な
い

場
合
は
、
原
則
課
税
と
な
り
ま
す
。

　

ま
た
、
②
簡
易
課
税
、
③
免
税
事
業
者

を
選
ぶ
よ
り
納
付
税
額
が
少
な
く
な
る
場

合
や
還
付
と
な
る
場
合
も
あ
り
、
あ
え
て

原
則
課
税
を
選
択
す
る
場
合
も
あ
り
ま
す
。

図 表 2

図 表 3

免税事業者が迫られる選択

原則課税の計算方法と条件

選択肢 インボイス制度開始後にどうなるか？

インボイスを
発行しない

免税事業者
のまま

・引き続き消費税を税務署に納めなくてよい。
・�事業を営む顧客から、競合相手への乗換え
や、消費税分の値下げを要求される可能性
がある。
・一般消費者である顧客については影響なし。
　→どんな場合に客離れが起こりやすい？

インボイスを
発行する

課税事業者
になる

・消費税を税務署に納めなくてはならない。
・消費税申告の事務負担も発生する。
　→どのくらいの税負担になる？

[*1] 課税売上割合（売上全体のうち、消費税のかかる売上の割合）が95%
未満または課税売上高が５億円以上の場合は、上記「仕入等にかかる消費
税額」は実際に支払った消費税のうち、課税売上に関連する部分のみとな
ります。課税売上に関連する部分の算出方法は、「個別対応方式」、「一括
比例配分方式」のいずれかを選択します。

2
．	消
費
税
の
計
算
方
法
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■簡易課税（計算例）
簡易課税事業者は２期前の課税売上高［*2］が 5000 万
円以下であった場合に選択可能。受け取った消費税に
ある割合（みなし仕入れ率）を掛けて、支払った消費税
の額とみなします。支払った消費税の実際の金額は関
係なく、インボイスを受け取る必要もありません。

計算式 [*1]：
（A）売上にかかる消費税額　
　－（B）売上にかかる消費税額×みなし仕入れ率

＝（C）納付税額
計算例：
（A）80万円　
　－（B）80万円×50％［みなし仕入れ率］

＝（C）40万円

・選択可能な者：２期前の課税売上高 [*2] が 5000 万円以下
・インボイスの発行：可
・事  務  負  担：中 （消費税の申告が必要だが、インボイス
　　　　　　　　　 の保管義務なし）

売上 880万円
（消費税 80万円）

経費 220万円
（消費税 20万円）

顧　客 仕 入 先クリーニング店
（簡易課税）

税 務 署

納税 40万円
※80万円-80万円×50％

計算方法

■免税事業者
免税事業者は２期前の課税売上高［*2］が 1000 万円以
下であった場合に選択可能。課税売上高が 1000 万円
以下で、自ら課税事業者を選択する届出を行わない場
合には、自動的に免税事業者となります。

計算式：納税なし

・選択可能な者：２期前の課税売上高 [*2] が 1000 万円以下
・インボイスの発行：不可
・事  務  負  担：低（消費税の申告不要）

売上 880万円
（消費税 80万円）

経費 220万円
（消費税 20万円）

顧　客 仕 入 先クリーニング店
（免税）

税 務 署

納税なし（免税）

計算方法

（
２
）消
費
税
の
課
税
事
業
者（
簡
易
課
税
）

　

簡
易
課
税
の
場
合
は
、
図
表
４
の
よ
う

に
、
受
け
取
っ
た
消
費
税
の
金
額
だ
け
に

注
目
し
ま
す
。
受
け
取
っ
た
消
費
税
に
あ

る
割
合
（
み
な
し
仕
入
れ
率
）
を
掛
け
て
、

支
払
っ
た
消
費
税
の
額
と
み
な
し
ま
す
。

支
払
っ
た
消
費
税
の
実
際
の
金
額
は
関
係

な
く
、
イ
ン
ボ
イ
ス
を
受
け
取
る
必
要
も

あ
り
ま
せ
ん
。
割
合
は
業
種
ご
と
に
定
め

ら
れ
て
お
り
、
上
表
の
通
り
と
な
り
ま
す
。

　

な
お
、
簡
易
課
税
は
２
期
前
の
課
税
売

上
高
［
*
２
］
が
５
０
０
０
万
円
以
下
で

あ
っ
た
事
業
者
が
選
択
可
能
で
す
。

（
３
）消
費
税
の
免
税
事
業
者

　

免
税
事
業
者
は
２
期
前
の
課
税
売
上
高

［
*
２
］
が
１
０
０
０
万
円
以
下
で
あ
っ

た
場
合
に
選
択
可
能
で
す
。
課
税
売
上
高

が
１
０
０
０
万
円
以
下
で
あ
れ
ば
、
自
ら

課
税
事
業
者
を
選
択
す
る
届
出
を
行
わ
な

い
場
合
に
は
、
自
動
的
に
免
税
事
業
者
と

な
り
ま
す
。

　

イ
ン
ボ
イ
ス
を
発
行
す
る
た
め
に
皆
さ

ん
が
新
た
に
課
税
事
業
者
と
な
る
場
合
、

①
原
則
課
税
と
、
②
簡
易
課
税
の
い
ず
れ

か
を
選
択
す
る
こ
と
に
な
り
ま
す
。
ど
ち

図 表 4図 表 5 簡易課税の計算方法と条件免税事業者の条件

区　　分 業種例 みなし仕入れ率
第１種事業 卸売業など 90%
第２種事業 小売業など 80%
第３種事業 製造業、建設業など 70%
第４種事業 その他 60%
第５種事業 サービス業など 50%
第６種事業 不動産業など 40%

みなし仕入れ率（クリーニング業は第５種事業に該当）[*2] 課税売上高：消費税のかかる売上高のことです。例えば補助
金収入や寄付金収入などは消費税がかからないため課税売上高で
はありません。

	
  

原
則
課
税
と
簡
易
課
税
の

	
  

有
利
選
択
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インボイス制度解説

クリーニング事業者のための

ー第２回 消費税の免税事業者への影響ー

■顧客が原則課税で、
　経費の支払先（クリーニング店等）が免税事業者（インボイスなし）の場合

売上1100万円
（消費税 100万円）

経費 880万円
（消費税 80万円）

顧客の得意先 クリーニング店等
免税

顧　客
（原則課税）

税 務 署

納税 100万円
※100万円-0万円

■顧客が原則課税で、
　経費の支払先（クリーニング店等）が課税事業者（インボイスあり）の場合

売上1100万円
（消費税 100万円）

経費 880万円
（消費税 80万円）

顧客の得意先
クリーニング店等

課税
（原則or 簡易）

顧　客
（原則課税）

税 務 署

納税 20万円
※100万円-80万円

ら
が
納
付
税
額
が
少
な
く
な
る
か
試
算
し

て
み
て
く
だ
さ
い
。
原
則
課
税
の
場
合
に

は
、
経
費
の
中
に
消
費
税
の
か
か
ら
な
い

も
の
も
あ
る
こ
と
に
ご
注
意
く
だ
さ
い

（
例
：
給
料
や
社
会
保
険
料
な
ど
）。

　

な
お
、
原
則
課
税
の
場
合
は
、
経
費
を

支
払
う
（
仕
入
れ
を
行
う
）
都
度
、
イ
ン

ボ
イ
ス
の
有
無
を
会
計
帳
簿
に
記
載
す
る

必
要
が
あ
り
ま
す
が
、
簡
易
課
税
で
は
そ

の
必
要
が
な
い
た
め
事
務
負
担
は
軽
く
な

り
ま
す
。

図 表 6 消費税の計算方法の顧客への影響

　

次
は
消
費
税
の
計
算
方
法
が
、
皆
さ
ん

の
顧
客
に
ど
の
よ
う
に
影
響
す
る
の
か
確

認
し
ま
し
ょ
う
。
こ
こ
で
は
皆
さ
ん
自
身

の
消
費
税
の
計
算
方
法
だ
け
で
な
く
、
顧

客
の
消
費
税
の
計
算
方
法
も
考
え
る
必
要

が
あ
り
ま
す
。
顧
客
の
消
費
税
の
計
算
方

法
ご
と
に
解
説
し
ま
す
。

（
１
）顧
客
が
原
則
課
税
の
場
合

　

原
則
課
税
で
は
受
け
取
っ
た
消
費
税
と

支
払
っ
た
消
費
税
の
差
額
を
納
付
し
ま
す

が
、
イ
ン
ボ
イ
ス
制
度
下
で
は
消
費
税
を

支
払
っ
た
先
（
皆
さ
ん
）
か
ら
イ
ン
ボ
イ

ス
を
発
行
し
て
も
ら
え
な
い
と
、
支
払
っ

た
消
費
税
と
し
て
カ
ウ
ン
ト
さ
れ
ま
せ
ん
。

つ
ま
り
、
消
費
税
分
す
な
わ
ち
取
引
額
の

10
％
（
ま
た
は
８
％
）
消
費
税
の
負
担
が

増
え
る
こ
と
に
な
り
ま
す
（
図
表
６
の
例

だ
と
イ
ン
ボ
イ
ス
を
顧
客
に
発
行
し
て
あ

げ
な
い
場
合
、
顧
客
は
支
払
っ
た
消
費
税

80
万
円
分
、
消
費
税
の
納
税
が
増
え
る
こ

と
に
な
り
ま
す
）。

　

な
お
、
免
税
事
業
者
か
ら
の
仕
入
れ
に

つ
い
て
経
過
措
置
が
あ
り
ま
す
。

　

２
０
２
３
年
（
令
和
５
年
）
10
月
の
イ

ン
ボ
イ
ス
制
度
開
始
時
か
ら
イ
ン
ボ
イ
ス

の
発
行
事
業
者
を
選・

・

・

・

・

・

・

択
し
な
か
っ
た
免
税

事
業
者
か
ら
仕
入
れ
た
金
額
の
う
ち
、
顧

客
は
次
の
と
お
り
仕
入
税
額
控
除
が
可
能

と
な
り
ま
す
。

・
最
初
の
３
年
間　
80
％
分
控
除
可
能

　
～
２
０
２
６
年（
令
和
８
年
）10
月
ま
で

・
次
の
３
年
間　
　
50
％
分
控
除
可
能

　
～
２
０
２
９
年（
令
和
11
年
）10
月
ま
で

　

つ
ま
り
、
顧
客
に
と
っ
て
イ
ン
ボ
イ
ス

制
度
開
始
か
ら
６
年
間
は
、
イ
ン
ボ
イ
ス

の
発
行
事
業
者
で・

・は
な・

・い
仕
入
先
（
免
税

事
業
者
）
か
ら
仕
入
れ
た
場
合
で
も
、
消

費
税
負
担
の
増
加
は
限
定
的
で
す
。

　

し
た
が
っ
て
、
免
税
事
業
者
が
イ
ン
ボ

イ
ス
の
発
行
事
業
者
と
な
る
タ
イ
ミ
ン
グ

に
つ
い
て
必
ず
し
も
イ
ン
ボ
イ
ス
制
度
開

始
時
に
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
と
も
限
ら

ず
、
顧
客
と
打
ち
合
わ
せ
て
検
討
す
る
こ

と
も
考
え
ら
れ
ま
す
。

（
２
）顧
客
が
簡
易
課
税
ま
た
は

　
　
免
税
事
業
者
の
場
合

　

顧
客
が
事
業
を
営
ん
で
い
た
と
し
て
も
、

顧
客
が
簡
易
課
税
ま
た
は
免
税
事
業
者
の

場
合
、
皆
さ
ん
に
イ
ン
ボ
イ
ス
を
発
行
し

て
も
ら
え
な
く
て
も
税
負
担
は
増
え
ま
せ

ん
。
よ
っ
て
、
イ
ン
ボ
イ
ス
を
発
行
し
な

く
と
も
他
の
ク
リ
ー
ニ
ン
グ
店
へ
の
乗
り

換
え
や
、
消
費
税
分
の
値
下
げ
を
要
求
さ

3
．	消
費
税
の
計
算
方
法
の

	

顧
客
へ
の
影
響
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れ
な
い
と
考
え
ら
れ
ま
す
。
し
か
し
、
免

税
事
業
者
で
あ
る
顧
客
が
イ
ン
ボ
イ
ス
制

度
の
開
始
後
、
新
た
に
原
則
課
税
と
な
る

こ
と
を
選
択
す
る
場
合
も
あ
る
の
で
注
意

が
必
要
で
す
。

　

た
だ
し
、
顧
客
が
原
則
課
税
事
業
者
か

簡
易
課
税
事
業
者
か
免
税
事
業
者
か
を
知

る
こ
と
は
実
際
に
は
難
し
い
か
も
し
れ
ま

せ
ん
。

　

こ
こ
で
イ
ン
ボ
イ
ス
を
発
行
し
た
方
が

有
利
か
ど
う
か
の
判
定
に
つ
い
て
、
考
え

て
い
た
だ
き
た
い
と
思
い
ま
す
。
免
税
事

業
者
に
と
っ
て
は
、
イ
ン
ボ
イ
ス
を
発
行

し
な
い
こ
と
に
よ
る
客
離
れ
と
、
イ
ン
ボ

イ
ス
を
発
行
す
る
た
め
に
課
税
事
業
者
と

な
り
納
め
る
消
費
税
負
担
と
の
板
ば
さ
み

と
な
り
ま
す
。
よ
っ
て
、
事
業
を
継
続
し

て
い
く
上
で
、
ど
ち
ら
の
影
響
が
よ
り
大

き
い
か
を
比
較
し
て
判
断
す
る
こ
と
に
な

る
で
し
ょ
う
。

　

以
下
を
参
考
に
ど
ち
ら
が
継
続
事
業
と

し
て
有
利
か
を
比
べ
て
み
て
く
だ
さ
い
。

●これまで免除されていた
　消費税の納税負担が発生（××万円）
　※原則課税・簡易課税で有利な方を選択できるた
め、「２．消費税の計算方法」を参照し金額を
試算してみること。

　※なお、原則課税を選択する場合には、あなたの
経費の支払先（仕入先）がインボイスを発行し
ない場合には、その分だけ消費税負担が増える
ので注意が必要。

●消費税申告に伴う事務増加
　※税理士に依頼する場合には報酬が発生すること
も考えられる。

ただし、一般消費者の顧客のように見えて、顧客が勤務
する会社に経費精算する場合には、事業者である場合と同様
　例：ユニフォームのクリーニング代を顧客が勤務先に
　　　経費精算するためにインボイスを求められる場合

言い換えると、事業を営む顧客が簡易課税または免税事業者
の場合

事業を営む顧客がおらず、
一般消費者が顧客である場合

事業を営む顧客はいるが、今後もその
顧客は消費税の課税事業者（原則課税）
にはならない場合

課税事業者になってインボイスを発行するか／免税事業者のままでいるか

インボイスを発行しなくても影響がない（少ない）場合

客離れの影響が少ないかどうかの５つの判断ポイント

インボイスを発行しない場合の
客離れの影響

＞
＜

1 競合相手より価格が安く、インボイス
を発行しないことにより、顧客の消費
税の納税負担が増えても客離れが起き
ない場合

3

価格以外の差別化により、サービスの
独自性が強く、インボイスを発行しな
いことにより、顧客の消費税の納税負
担が増えても客離れが起きない場合

4

顧客との交渉により、免税事業者のま
までも、消費税分の値下げを要求され
ない場合

5
2

4
．	消
費
税
の
課
税
事
業
者
と
な
り
、

	

イ
ン
ボ
イ
ス
を
発
行
し
た
方
が

	

有
利
か
ど
う
か
の
判
定
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インボイス制度解説

クリーニング事業者のための

ー第２回 消費税の免税事業者への影響ー

　

顧
客
が
課
税
事
業
者
で
あ
る
か
、
さ
ら

に
は
原
則
課
税
で
あ
る
か
は
、
規
模
や
業

種
か
ら
推
測
す
る
か
、
顧
客
に
問
い
合
わ

せ
る
こ
と
で
確
認
す
る
こ
と
も
考
え
ら
れ

ま
す
が
、
実
際
に
は
難
し
い
場
合
も
あ
る

と
思
い
ま
す
。

　

イ
ン
ボ
イ
ス
制
度
の
開
始
を
機
に
、
特

に
大
口
顧
客
に
つ
い
て
は
、
イ
ン
ボ
イ
ス

制
度
開
始
後
の
取
引
価
格
や
取
引
条
件
な

ど
に
つ
い
て
、
事
前
に
打
合
せ
し
て
お
く

こ
と
も
ご
検
討
く
だ
さ
い
。

①
免
税
事
業
者
の
ま
ま
で

　
値
下
げ
を
行
う
場
合
の
注
意

　

免
税
事
業
者
の
ま
ま
で
い
る
場
合
、
顧

客
か
ら
の
消
費
税
分
の
値
下
げ
要
求
を
受

け
入
れ
る
こ
と
も
あ
る
か
も
し
れ
ま
せ
ん
。

　

こ
の
際
、
す
べ
て
の
顧
客
に
対
し
、
消

費
税
分
の
10
％
を
値
下
げ
し
て
し
ま
う
の

で
あ
れ
ば
、
課
税
事
業
者
と
な
っ
た
方
が

有
利
で
す
。な
ぜ
な
ら
課
税
事
業
者
と
な
っ

た
場
合
に
は
、
受
け
取
っ
た
消
費
税
の
全

て
を
納
付
す
る
の
で
は
な
く
、
支
払
っ
た

消
費
税
を
差
し
引
く
こ
と
が
で
き
る
た
め

で
す
。
下
表
の
例
で
、
免
税
事
業
者
の
ま

ま
10
％
の
値
下
げ
を
し
売
上
高
が
80
万
円

減
少
し
た
場
合
、
手
元
に
残
る
お
金
は

そ
の
ま
ま
80
万
円
減
少
し
ま
す
（
差
引

A
6
6
0
万
円

−

B
5
8
0
万
円
）。
一
方

で
、
原
則
課
税
の
場
合
に
は
、
売
上
は
減

少
せ
ず
、
納
付
す
る
消
費
税
は
60
万
円
に

な
り
ま
す
。
よ
っ
て
、
原
則
課
税
を
選
択

し
た
方
が
免
税
事
業
者
で
い
る
よ
り
20
万

円
有
利
と
な
り
ま
す
（
差
引
C
6
0
0
万

円

−

B
5
8
0
万
円
）。
簡
易
課
税
の
場
合

も
同
様
に
売
上
は
減
少
せ
ず
、
納
付
す
る

消
費
税
は
40
万
円
に
な
る
た
め
、
40
万
円

有
利
と
な
り
ま
す
（
差
引
D
6
2
0
万
円

−

B
5
8
0
万
円
）。

　

つ
ま
り
、
課
税
事
業
者
に
な
っ
た
際
の

税
負
担
よ
り
も
、
値
下
げ
の
金
額
の
方
が

大
き
い
場
合
に
は
課
税
事
業
者
と
な
っ
た

方
が
有
利
と
言
え
ま
す
。

②
免
税
事
業
者
で
あ
る
こ
と
が

　
取
引
先
に
伝
わ
る

　

イ
ン
ボ
イ
ス
制
度
開
始
後
に
イ
ン
ボ
イ
ス

を
発
行
し
な
い
場
合
、
取
引
先
は
あ
な
た

が
免
税
事
業
者
で
あ
り
、
年
商
が
１
０
０
０ 

万
円
以
下
で
あ
る
と
分
か
り
ま
す
。
年
商

規
模
が
伝
わ
る
こ
と
で
、
取
引
継
続
に
マ

イ
ナ
ス
影
響
が
あ
る
場
合
に
は
、
あ
え
て

課
税
事
業
者
と
な
る
こ
と
を
検
討
す
る
と

い
う
こ
と
も
選
択
肢
の
一
つ
と
言
え
ま
す
。

　

イ
ン
ボ
イ
ス
を
発
行
す
る
こ
と
を
選
択

し
た
場
合
に
は
、
税
務
署
に
「
適
格
請
求

書
発
行
事
業
者
の
登
録
申
請
書
」（
以
下
、

登
録
申
請
書
）
を
原
則
と
し
て
２
０
２
３

年
（
令
和
５
年
）
３
月
31
日
ま
で
に
提
出

し
、登
録
を
受
け
る
必
要
が
あ
り
ま
す（
詳

細
は
第
１
回
を
ご
覧
く
だ
さ
い
）。

　

イ
ン
ボ
イ
ス
制
度
の
開
始
さ
れ
る
２
０
２
３

年
（
令
和
５
年
）
10
月
と
同
時
に
、
イ
ン

ボ
イ
ス
の
発
行
事
業
者
を
選
択
す
る
場
合

に
は
、「
課
税
事
業
者
選
択
届
出
書
」
の

税
務
署
へ
の
提
出
は
必
要
あ
り
ま
せ
ん
。

　

た
だ
し
、
簡
易
課
税
を
選
択
す
る
場
合

に
は
、
２
０
２
３
年
（
令
和
５
年
）
10
月

を
含
む
事
業
年
度
終
了
日
ま
で
（
個
人
事

業
者
で
あ
れ
ば
２
０
２
３
年（
令
和
５
年
）

12
月
31
日
ま
で
）
に
税
務
署
に
「
簡
易
課

税
制
度
選
択
届
出
書
」
を
提
出
し
な
け
れ

ば
な
り
ま
せ
ん
。

🅐
（現在）

🅑
（改正後）

🅒
（改正後）

🅓
（改正後）

免税 免税 原則課税 簡易課税
（値下げなし）（値下げ 10％）（値下げなし）（値下げなし）

a 売上高 880万円 800 万円 880 万円 880万円
b 経費（仕入れ） 220万円 220万円 220万円 220万円
c 消費税の納付 0万円 0万円 60 万円 40万円
［消費税計算式］ ＝80万円-20万円 ＝80万円×50％

a-b-c 差引 660万円 580万円 600万円 620万円
値下げ額 0万円 80万円 0万円 0万円
税負担 0万円 0万円 60万円 40万円

スケジュールイメージ

※上記特例と併せて簡易課税の選択をする場合、「消費税簡易課税制度選択届出書」は R5.10.1 を含む
　課税期間末まで提出可能

「登録申請書」を R3.10.1 から R5.3.31 までに
提出（「選択届出書」は提出不要）

R5.10.1 から
インボイス発行事業者となる

インボイス
発行事業者

【課税事業者】

インボイス
発行事業者
【課税事業者】

免税事業者 免税事業者 免税
事業者

R3.1.1 R4.1.1 R5.1.1 R6.1.1
10/1 3/31 10/1

登録日

個人事業者の例（特例：R5.10.1 からインボイス発行事業者となる場合）

5
．	消
費
税
の
免
税
事
業
者
が

	

登
録
申
請
す
る
場
合
の
手
続
き

	
  

そ
の
他
の
注
意
点


